
地方債協議制度の概要 

【原 則 （地方財政法第５条の３）】 

  ① 地方公共団体は、地方債を発行しようとする場合は、総務大臣又は都道府県知事に協議しなければならない。（第１項） 
  ② 総務大臣等の同意を得た地方債については、公的資金を借り入れることができる（第８項）とともに、その元利償還金は地方財政計

画に算入される。（第９項） 
  ③ 総務大臣等の同意を得ないで地方債を発行する場合には、地方公共団体の長は、その旨をあらかじめ議会に報告しなければなら

ない。（第10項） 
 

【許可を要する場合 （同法第５条の４）】 

  ① 赤字比率や公債費の負担が一定以上の地方公共団体は、地方債を発行しようとする場合は、総務大臣又は都道府県知事の許可
を受けなければならない。（第１項） 

  ② 総務大臣等の許可を得た地方債については、公的資金を借り入れることができるとともに、その元利償還金は地方財政計画に算
入される。（第６項） 
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※ 総務大臣等の同意（許可）のある地方債に対し、 
  ・ 公的資金の充当 
  ・ 元利償還金の地方財政計画への算入 



根拠法令：地方財政法の抜粋 

（地方債の協議等）  
第五条の三 地方公共団体は、地方債を起こし、又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場合は、政令で定めるところにより、総務大臣又は都
道府県知事に協議しなければならない。ただし、軽微な場合その他の総務省令で定める場合については、この限りでない。  

２～７  （略） 
８ 地方公共団体は、第一項に規定する協議において総務大臣又は都道府県知事の同意を得た地方債についてのみ、当該同意に係る公的資金を借り入れることが
できる。  

９ 総務大臣又は都道府県知事が第一項に規定する協議において同意をした地方債（第六項の規定による届出がされた地方債のうち第一項の規定による協議を受
けたならば同意をすることとなると認められるものを含む。）に係る元利償還に要する経費は、地方交付税法第七条 の定めるところにより、同条第二号の地方団体
の歳出総額の見込額に算入されるものとする。 

10 地方公共団体が、第一項に規定する協議の上、総務大臣又は都道府県知事の同意を得ないで、地方債を起こし、又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を
変更しようとする場合には、当該地方公共団体の長は、その旨をあらかじめ議会に報告しなければならない。ただし、地方公共団体の長において特に緊急を要する
ため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認める場合その他政令で定める場合は、当該地方公共団体が、当該同意を得ないで、地方債を起こし、
又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更した後に、次の会議においてその旨を議会に報告することをもつて足りる。  

11 （略） 
12 総務大臣は、第一項に規定する協議における総務大臣の同意並びに前項に規定する基準の作成及び同項の書類の作成については、地方財政審議会の意見
を聴かなければならない。  

 
（地方債についての関与の特例）  
第五条の四 次に掲げる地方公共団体は、地方債を起こし、又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場合は、政令で定めるところにより、総務
大臣又は都道府県知事の許可を受けなければならない。この場合においては、前条第一項の規定による協議又は同条第六項の規定による届出をすることを要し
ない。  

 一 前条第四項第二号に規定する実質赤字額が政令で定めるところにより算定した額以上である地方公共団体  
 二 前条第四項第一号に規定する実質公債費比率が政令で定める数値以上である地方公共団体  
 三 地方債の元利償還金の支払を遅延している地方公共団体  
 四 過去において地方債の元利償還金の支払を遅延したことがある地方公共団体のうち、将来において地方債の元利償還金の支払を遅延するおそれのあるもの

として政令で定めるところにより総務大臣が指定したもの 
 五 前条第一項の規定による協議をせず若しくは同条第六項の規定による届出をせず又はこの項及び第三項から第五項までの規定による許可を受けずに地方債

を起こし又は起債の方法、利率若しくは償還の方法を変更した地方公共団体のうち、政令で定めるところにより総務大臣が指定したもの 
 六 前条第一項の規定による協議をし、若しくは同条第六項の規定による届出をし、又はこの項及び第三項から第五項までの規定による許可を受けるに当たつて、

当該協議若しくは届出又は許可に関する書類に虚偽の記載をすることその他不正の行為をした地方公共団体のうち、政令で定めるところにより総務大臣が指
定したもの  

２～５  （略） 
６ 前条第一項ただし書の規定は、第一項及び第三項から前項までの規定により許可を受けなければならないものとされる場合について、同条第八項の規定は、第
一項及び第三項から前項までに規定する許可を得た地方債について、同条第九項の規定は、第一項及び第三項から前項までに規定する許可を得た地方債に係
る元利償還に要する経費について準用する。 

７ 総務大臣は、第一項、第三項及び第四項の総務大臣の許可並びに第一項第四号から第六号までの規定による指定及び第二項の規定による指定の解除につい
ては、地方財政審議会の意見を聴かなければならない。  


	スライド番号 1
	スライド番号 2

